
目標管理型の政策評価の改善方策の概要（案）

・ 事前（施策の実施前）に施策目標を公表するとともにその達成手段（事務事業）と
の関係（政策体系）を整理

・ 各府省共通の標準的な様式の導入により、統一性・一覧性を確保

・ 重要な情報を焦点を絞って提示することにより、メリハリのある分かりやすい評価
を推進

・ 各府省共通の標準的な様式の導入により、統一性・一覧性を確保

「政策評価の実施に関するガイドライン」（各府省申合せ）を改定等

◆各行政機関における政策体系及び政策のミッションの明確化

◆PDCAサイクルを通じたマネジメントの向上

◆国民に対する説明責任の徹底

◆政策評価と行政事業レビューとの連携の確保、事務負担の軽減

改善の視点

改善のポイント

Ⅰ事前分析表の導入

Ⅱ評価書の標準様式の導入

資料１－１
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(参考)目標管理型の政策評価について

実績評価方式を用いた政策評価及びあらかじめ設定された目標の達成度合い
について評価する内容を含む、いわゆる「施策」レベルの政策の事後評価

＜目標管理型の政策評価とは＞

◆ 焦点が絞りきれておらず、重要な情報も埋没しがち
＜運用における課題＞

◆ 評価内容・スタイルが過度に区々となり、政府全体の俯瞰や府省横断的な施策への
活用が困難

◆ 施策の達成手段やそのコストについての情報が不十分 など

達成
手段

政策評価

施策目標
（例） 「消防防災体制の充実強化」

各府省のマネジメント（目標管理）

救急需要発生時の

国民の安心・安全の向上

救命率の向上

救急搬送
体制の整
備・強化

救急
業務の
高度化

救急需要
への適切

な 対応

・予算事業
・規制 ・租特 など

① 政策の目的と手段との対
応関係を明示しつつ、あらか
じめ達成すべき目標を設定

② 事後に達成状況を評価し、
施策の改善に反映

↑

↑ ↑  ↑

etc.
※22年度総務省政策評価書より

多様な行政分野において、
PDCAサイクルを通じた
マネジメントの向上、説
明責任の徹底に資するこ
とが可能
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政策評価の改善方策の効果（イメージ）

取 組 前

政策評価
（任意の様式）

約340件
（22年度評価件数）

（例）：
「消防防災体制

の充実強化」

【目標（値）】
「救命率

の向上」等

約 5,400件の事業
(21年度行政事業
レビュー対象事業）

（例）：

「国民生活と
安心・安全」

取 組 後

・相互の関係が不明確

・コスト情報が不十分

・事業の詳細な情報

が不十分

評価の重点化
・メリハリ付け 政策評価（共通の様式）

各府省のマネジメント

（目標管理）

予算投入の効率や効果
の面から事業を検証

焦点が絞りきれて

おらず、重要な情報も

埋没しがち

施 策

政 策 ( 狭 義 )

事 務 事 業

行政事業レビュー

～明確化・透明化～
施策の達成手段、実績、

コスト情報 等

連 携

※22年度総務省政策評価書より

（例）：
「高規格救急

自動車の配備」、
「救急救命士の
運用体制の充実」等

事前の想定の
明示

「事前分析表」

各府省間の
統一性・一覧性の確保

「事後評価の
標準様式」
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⇒ 各府省申合せにより、今般の改善方策を平成24年度から実施

「政策評価の実施に関するガイドライン」改定

⇒ 上記改善方策の趣旨、実施内容等を明確化

「目標管理型の政策評価の改善方策に係る取組について」策定

１ 基本的考え方

政策評価が政府のPDCAサイクルを適切に機能させていく基盤となること、国民への説明責任をより
徹底することを目的として改善方策を実施

２ 評価の前提となる事前の想定の明示

・ 目的、目標（指標）、それらの達成手段、
各手段がいかに目標等の実現に寄与するか等
に係る事前の想定をあらかじめ明示

・ 明示に当たっては、使いやすく分かりやす
いものとしていくことに加えて、国民に対す
る説明責任を徹底するため、各府省間の統一
性及び一覧性の確保を図る
→標準様式を設定

３ 標準様式の導入による評価書の簡素合理化、
統一性・一覧性確保と評価書の活用

評価書を使いやすく分かりやすいものとして
いくことに加えて、国民に対する説明責任を徹
底するため、各府省間の統一性及び一覧性の確
保を図る
→標準様式を設定

４ メリハリのある評価の推進

５ 政策評価と行政事業レビューとの連携の確保について

６ 目標管理型の政策評価の簡素合理化等を踏まえた取組（掘り下げた分析・検証の実施等）
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試行的取組の結果を踏まえた改善点

・各府省における政策の特性やこれま
での政策評価への取組によっては、
様式や用語等を修正する方が適当な
場合がある

○標準様式の導入の考え方については別
紙参照

＜試行的取組から見出された課題＞ ＜改善点＞

○測定指標欄において、単年度の目標設
定をせざるを得ない場合の記入欄、記
入例を追加した・事前分析表の新たな作成は事務負担

増となる
・「達成手段の概要」と「施策の達成
すべき目標（測定指標）への寄与の
内容」とは重複する場合がある

○達成手段についての記入欄を整理した

・直近の予算要求額、執行額を記入す
る場合、評価書公表のタイミングに
作業が間に合わない

・標準様式や事前分析表の位置付けが
明確でない

○直近の予算要求額の記入欄を削除した
○直近の決算に関する情報についての記
入は任意とした

○事後評価の一環として「政策評価実施
ガイドライン」（各府省申合せ）にお
いて位置付けた

○取組の趣旨を「目標管理型の政策評価
の改善方策に係る取組について」（各
府省申合せ）において整理した
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政

策

評

価

レ
ビ
ュ
ー

平成24年１月 ４月
25年度

概算要求時 平成25年１月 ４月

政策評価書
作成・公表

（参考）

２４ 年 度 以 降 の 政 策 評 価 の 標 準 的 スケジュール

23
年

度

実
施
施
策

24
年

度

実
施
施
策

25
年

度

実
施
施
策

26年度
概算要求時

行
政
事
業

事前分析表
作成・公表

政策評価書
作成・公表

事前分析表
作成・公表

施策の実施

公開
プロセス

結果の
公表

レビューの実施

公開
プロセス

結果の
公表

レビューの実施

（
想
定
）

施策の実施

施策の実施
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【参考】検討の経緯

23年
４月 ９月前後 11月

○各府省にお
いて、標準様式
等による評価
書を公表

【試行的取組】

○各府省にお
いて、事前分
析表を公表

【試行的取組】

22年度実施
施策が対象

23年度実施
施策が対象

【政策評価分科会 ： 11/18、12/12】
実施状況等について審議

（各府省ヒアリング等）

「
政
策
評
価
の
実
施
に
関
す
る
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」
改
定
等

試行的取組
開始

（局長通知）

22年度

9/30
行政刷新会議
決定

行政事業レビ
ューと政策評価
の役割分担と連
携の在り方など
について検討

3/2
行政刷新会議
（第16回）
・総務大臣から
連携方策を説
明

3/11
東日本
大震災発生

24年
３月
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